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１．地域年金展開事業の概要（1/３）

事業実施

事
業
実
施

・年金局
・職業安定局
・保険局
・社会・援護局
・地方厚生(支)局

厚生労働省

地域のネットワーク

年
金
制
度
の
普
及
・啓
発

本 部
相談・ｻｰﾋﾞｽ推進部

各地域代表
年金事務所

・関係機関との連
絡調整。

・年金事務所の状
況把握。

年金事務所
・事業実施主体。
・代表年金事務所は管内
の年金委員活動支援を
取りまとめる。

支
援
（（研
修
等
）・進
捗
管
理

等

相
談
・管
理

協
力

指
導
・助
言

報
告

連
携
協
力

・地域のコミュニティ（自治会・町内会）

・地元企業
・教育機関（大学・高校・専門学校）
・商業施設・商工会
・地方自治体

地域
・年金（受給者）協会（連合会）
・社会保険協会
・社会保険（年金）委員会連合会
・社会保険労務士会
・社会福祉協議会
・健康保険協会各支部/各健康保険組合
・国民年金基金
・ハローワーク

関係機関/団体

など

地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援ネットワークの構築

①ポスターの貼付・チラシ・リーフレットの配布・配架

②年金制度説明会

③年金セミナー

④出張年金相談会

⑤地域年金事業運営調整会議

⑥「ねんきん月間」「年金の日」における各種取組

⑦「わたしと年金」エッセイ など・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）
・活動要請

年
金
受
給
者
・
会
社
等
に
お
勤
め
の
方
・

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
方
・
専
業
主
婦

（夫
）
・

就
職
活
動
中
の
方

・
学
生

な
ど

参加年金委員 地域年金推進員

協力者

国 民

など など

日本年金機構

対象
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１．地域年金展開事業の概要（2/３）
地域年金展開事業の主な取組
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度

説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。
◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か

らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。
年金委員

活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言
を行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度
説明会を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周
知、ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、
配付の依頼等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役
場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。地域相談事業

《本来の取組内容》
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Ｗｅｂ会議ソフト
（Microsoft Teams）

日本年金機構 ・リモートで実施するため、人との接触
が気になる方にも安心して受講していた
だくことができます

・日本年金機構内のＰＣと受講者のＰＣや
スマートフォンとで映像や音声を双方向で
やり取りが可能であり低コストかつ効率的
にやり取りできます

外部

用途：外部へのセミナーや制度説明会インターネットを使用

１．地域年金展開事業の概要（３/３）
【オンラインを利用した取組】

日本年金機構では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、来訪・訪問型のビジネス
モデルから基本的な申請・届出手続きや制度説明会などの受講などがオンライン環境でも可能とな
るようなビジネスモデル（オンラインビジネスモデル）を実現していくこととしており、お客様に
提供するサービスのオンライン化に係る具体的な施策を検討し、順次推進しています。
ついては、地域年金展開事業においても安心して効率的に年金セミナー等を受講していただくため、
機構のインターネット専用端末（以下「専用端末」という。）を利用してオンラインで行う、年金
セミナー・年金制度説明会・年金委員研修（以下「オンラインセミナー等」という。）を順次実施
しています。

【オンラインセミナー等のイメージ】
非対面型（オンラインセミナー等）

Web会議ソフト（Microsoft Teams)を利用して講師と受講者をオンラインで結び、モニターを通じ
てセミナー等を実施する方法

４



２．令和４年度 事業実施報告（埼玉県全体）
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〇関係機関（団体）との研修会等の実施

① 地域連携事業

６

（１）各事業の実施報告

◆埼玉県内市区町村
・埼玉県内市区町村国民年金担当者向けに国民年金制度（適用・保険料・給付）の研修を実施しました。

実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父
開 催 日 令和４年４月～令和５年２月 合計２７回
出席者数 ２０８名
研修内容 年金制度説明、国民年金事務及び年金給付、国民年金制度（適用・保険料・給付）、障害年金、

社会保険オンラインシステム、新入社員向け研修

◆埼玉県社会保険労務士会
・埼玉県社会保険労務士会と連携・協力を図り、各種研修を実施しました。

実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父
開 催 日 令和４年６月～令和５年２月 合計１２回
出席者数 ３９５名
研修内容 電子申請、ねんきんネット利用拡大、算定基礎届事務、短時間労働者の適用拡大

◆埼玉県内法人会
実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父
開 催 日 令和４年１０月～令和５年２月 合計１３回
出席者数 ２９７名
研修内容 老齢年金、在職老齢年金・雇用保険との調整



① 地域連携事業

◆埼玉県社会保険協会
・埼玉県社会保険協会と連携・協力を図り、事業主・総務担当者向けの説明会、事務講習会に県内各年金
事務所からの講師派遣等を実施しました。

実施拠点 浦和・大宮・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷・秩父

開 催 日 令和４年５月～令和５年３月 合計５回
出席者数 ２０５名
研修内容 短時間労働者の適用拡大、算定基礎届の説明、事務手続きについて、厚生年金保険の適用と保険料

〇関係機関（団体）との研修会等の実施

◆埼玉県内社会保険委員会
・埼玉県内社会保険委員会と連携を図り、各種説明会の実施や視察研修に参加しました。

実施拠点 浦和・所沢・春日部・越谷
開 催 日 令和４年５月～令和５年３月 合計９回
出席者数 １５８名
研修内容 年金制度改正、事務手続きについて、視察研修

◆埼玉県内商工会
・商工会主催の新入社員研修会の一環で、年金制度について説明を行いました。

実施拠点 秩父

開 催 日 令和４年４月 合計１回
出席者数 ５０名
研修内容 新入社員向け研修
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① 地域連携事業

〇関係機関（団体）との研修会等の実施

◆埼玉県内税理士国保組合
・社会福祉事業団の従業員に対する説明会及び社会福祉事業団が主催する事務講習会へ講師派遣を
実施しました。

実施拠点 大宮・越谷

開 催 日 令和４年４月～令和５年２月 合計５回
出席者数 ２２５名
研修内容 適用関係の制度・事務手続き及び年金給付（老齢）等

◆埼玉県内雇用促進協議会
実施拠点 秩父

開 催 日 令和４年４月～令和５年２月 合計５回
出席者数 ２２５名
研修内容 ねんきんネット、年金制度の概要

８



① 地域連携事業

〇新規適用事業所説明会のオンライン開催について
【概要】

日本年金機構が推進するオンラインビジネスモデルの具体的な施策の１つとして、
埼玉県内の新規適用事業所あてに埼玉県内年金事務所と協会けんぽ埼玉支部が合同
でオンライン説明会を開催しました。

【対象事業所】
・埼玉県内において令和４年１月～６月までに新規適用された事業所

⇒令和４年８月１９日、２３日、２６日開催（参加事業所数：１２３）

・埼玉県内において令和４年７月～９月までに新規適用された事業所
⇒令和４年１２月２０日、２１日開催（参加事業所数：９７）

【説明内容】
健康保険および厚生年金に関する手続き、年金給付について、健康保険給付につい
て、ねんきんネット、年金委員制度について説明を行いました。

９

【アンケート結果】
・オンライン形式はとても有難いです。
・とてもわかりやすかったです。ありがとうございました。
・今後書類を提出するにあたり、ためになる話が多く聞けて

良かったです。オンライン形式は、直接講習を受けるより
気軽に参加でき助かりました。
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②年金セミナー事業

〇制度説明会オンライン実施状況表

① 地域連携事業

令和４年度

事務所名 浦和 大宮 熊谷 川越 所沢 春日部 越谷 秩父 合計

開催件数 12 43 9 32 17 11 13 25 162

【県内年金事務所別実施件数】

事務所名 対象者 活動事例

浦和 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、算定基礎届事務手続き説明、制度・事務
手続き説明、社会保険事務手続き等

大宮 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、社会保険事務手続き及び給付関係の制度
説明等

熊谷 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、社会保険事務手続き等

川越 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、年金制度説明、社会保険事務手続き等

所沢 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、社会保険事務手続き等

春日部 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、社会保険事務手続き等

越谷 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、社会保険事務手続き等

秩父 管内自治体、事業所、被保険者等 国民年金制度の研修、社会保険事務手続き・賞与支払届・電子
申請のメリット、ねんきんネットの概要等

【オンラインを利用した制度説明会事例】
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②年金セミナー事業
年金セミナー実施結果
○年度別年金セミナー実施状況表

事務所

令和３年度 令和４年度

大学・短大 専門学校
高等学校

（特別支援
学校を含

む）
中学校 合計 受講者数 大学・短大 専門学校

高等学校
（特別支援
学校を含

む）
中学校 合計 受講者数

浦和 ０ 校 ０ 校 ７ 校 0 校 ７ 校 ７１７ １ 校 １ 校 ６ 校 ２ 校 １０ 校 ９８９

大宮 ０ 校 4 校 ９ 校 ２ 校 １５ 校 ２，７３６ ０ 校 １ 校 ５ 校 １ 校 ７ 校 １，１７６

熊谷 ０ 校 １ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校 １８６ ０ 校 ２ 校 ４ 校 ０ 校 ６ 校 １，１８３

川越 １ 校 ０ 校 ２ 校 ０ 校 ３ 校 １１７ １ 校 １ 校 ４ 校 ０ 校 ６ 校 ４５４

所沢 ０ 校 ０ 校 １ 校 １ 校 ２ 校 ５６ １ 校 １ 校 １ 校 １ 校 ４ 校 ６０５

春日部 ３ 校 １ 校 ５ 校 ０ 校 ９ 校 １，３１１ １ 校 ０ 校 ３ 校 １ 校 ５ 校 ２５８

越谷 ０ 校 １ 校 ５ 校 ４ 校 １０ 校 １，８０３ ０ 校 １ 校 ５ 校 ０ 校 ６ 校 １，１６９

秩父 ０ 校 １ 校 ４ 校 ０ 校 ５ 校 ４１１ ０ 校 １ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校 ７３

合計 ４ 校 ８ 校 ３４ 校 ７ 校 ５３ 校 ７,３３７ ４ 校 ８ 校 ２９ 校 ５ 校 ４６ 校 ５，９０７

※オンラインによる開催も含みます。
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事務所 大学・短大 専門学校 高等学校（特別支援学校を含む） 中学校

浦和 ・埼玉大学 ・さいたま市立 高等看護学院
・埼玉県立 川口工業高校（定）
・埼玉県立 浦和第一女子高（定）
・埼玉県立 浦和東高校

・埼玉県立 浦和高校（定）
・埼玉県立 浦和商業高校
・川口市立高校（定）

・さいたま市立 岸中学校
・さいたま市立 本太中学校

大宮 ・東京IT会計法律専門学校大宮校
・あずさ第一高等学校
・埼玉県立 鴻巣高校
・埼玉県立 吹上秋桜高校

・大宮北特別支援学校
・埼玉県立 特別支援学校大宮ろう

学園
・さいたま市立 植竹中学校

熊谷 ・埼玉県栄養専門学校
・甘楽福祉専門学校

・埼玉県立 進修館高等学校
・埼玉県立 熊谷商業高等学校
・埼玉県立 誠和福祉高等学校

・埼玉県立 熊谷高等学校

川越 ・東邦音楽大学 ・川越高等技術専門校
・川越初雁高等学校
・山村国際高等学校
・埼玉県立 浦和商業高校

・塙保己一学園
・和光特別支援学校

所沢 ・秋草学園短期大学 ・西埼玉中央病院付属看護学校 ・飯能南高校 ・さいたま市立 岸中学校

春日部 ・日本工業大学
・埼玉県立 久喜特別支援学校
・埼玉県立 宮代高等学校
・埼玉県立 浦和商業高校

・さいたま市立 岸中学校

越谷 ・越谷保育専門学校
・埼玉県立 八潮高等学校
・埼玉県立 草加東高等学校
・埼玉県立 三郷高等学校

・埼玉県立 草加南高等学校
・埼玉県立 草加西高等学校

秩父 ・秩父看護専門学校 ・埼玉県立 秩父特別支援学校

〇令和４年度 事務所別年金セミナー実施校

②年金セミナー事業

※オンラインによる開催も含みます。
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③ 地域相談事業

〇関東管区行政評価局主催の「一日合同行政相談」における年金相談会の実施
事務所 実施場所 実施日 相談者数 相談内容

浦和 浦和コルソ 令和４年１０月１９日 ３名 老齢・障害・遺族年金等

越谷 越谷レイクタウン 令和４年１０月５日 ４名 遺族年金等

秩父 秩父宮記念会館 令和４年１１月１７日 ２名 年金受給、年金記録

④ 年金委員活動支援事業

〇年金委員委嘱者数

事務所名

令和３年３月末 令和４年３月末（Ａ） 令和５年３月末（Ｂ） 増減［（Ｂ）－（Ａ）] （単位：人）

職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計

埼玉県内
年金事務所

浦和 556 27 583 591 31 622 642 35 677 51 4 55

大宮 464 30 494 458 40 498 491 46 537 33 6 39

熊谷 451 15 466 459 16 475 481 20 501 22 4 26

川越 376 23 399 444 39 483 484 41 525 40 2 42

所沢 396 10 406 424 14 438 500 16 516 76 2 78

春日部 283 19 302 400 30 430 417 91 508 17 61 78

越谷 240 8 248 246 12 258 262 69 331 16 57 73

秩父 155 11 166 156 9 165 210 33 243 54 24 78

県内計 2,921 143 3,064 3,178 191 3,369 3,487 351 3,838 309 160 469



〇年金委員研修
事務所

対象者別開催回数
内容

職域型 地域型
浦和 ３ １３ 厚生年金適用・給付を中心とした制度説明、国年・給付の変更点を中心とした制度説明
大宮 ２ ４ 適用関係・年金給付(老齢)等、広報活動計画に沿った年金制度の研修

熊谷 ３ ４
厚生年金保険・健康保険に関する制度及び事務手続き、年金制度改正、年金委員制度及びねんきんネット利用、
国民年金手続きの電子申請等、学生納付特例等、扶養親族等申告書、公的年金源泉徴収票、
学生納付特例の制度周知活動、年金額改定、ねんきんネット・マイナポータル等

川越 ８ ５ 社会保険事務、ねんきんネット利用拡大、電子申請

所沢 ４ ５ 年金受給手続き及び制度説明、短時間労働者の適用拡大及び育休免除、在職老齢年金、コロナ自粛明け後の活動方法と年金制度
の周知方法について、「学生納付特例制度」について及び対象校への勧奨方法について

春日部 6 5
算定基礎届、在職老齢年金のしくみ、制度改正、電子申請、社会保険の報酬月額、老齢年金、退職後の年金手続きガイド、
保険料の口座振替と納付免除制度、社会保険適用拡大・育児休業期間中の保険料免除、保険料免除(臨時特例)、
令和５年扶養親族等申告書、令和４年１０月の振込通知、国民年金の保険料納付方法、学生納付特例、公的年金等の源泉徴収票、
教育機関で行う講義型ねんきんセミナーを模擬実施

越谷 3 ５ 年金制度改正、在職老齢年金、電子申請、ねんきんネット
秩父 3 3 電子申請の概要、ねんきんネット、年金制度改正の概要、国民年金保険料免除、年金制度の概要

④ 年金委員活動支援事業
※年金委員連絡会を含む回数としております。

事務所 活動事例

浦和

・シニアライフセミナーの年金講座講師を担当(令和4年度2回実施）

・町内会や市の関係施設へ周知用リーフレットを配布。

・専門学校へ年金セミナー、年金制度説明会の開催依頼及び周知用リーフレットを配布

・専門学校の講師、事務員へ国民年金制度(学特)を中心に説明を行った。

大宮
・町内会や市の関係施設(生涯学習センター、男女共同参画推進センター等)への周知用リーフレット配布。

・専門学校や法人会などへの年金セミナー、年金制度説明会の開催依頼及び周知用リーフレット配布。

・専門学校の学生、教師、事務員等へ講師として国民年金制度(学特)を中心に説明を行った。

川越 ・管内専門学校に訪問し、国民年金関係のチラシの設置等。

所沢 ・「学生納付特例制度パンフレットの設置」について、対象校8校を訪問の上、事務担当職員へ対し、学生納付特例制度の周知とパンフレット設置の協力依頼を行った。

春日部
・周知用リーフレット、チラシ等の地域の自治会での回覧。

・管内教育機関へのねんきんセミナーアプローチ活動。

秩父 ・地域型年金委員（郵便局長）と連携による周知用リーフレットの設置。（ねんきんネットの普及促進に利用）

〇年金委員活動事例

１４

※埼玉県地域型年金委員研修 令和４年６月１３日 埼玉県教育会館において実施 ※全国年金委員研修 令和４年１１月２日 TV会議システム及びMicrosofteamsを使用し実施



（２）埼玉県全体の取組み

①予約年金相談周知に向けた協力要請

・関東信越国税局と連携し、県内税務署１５カ所及び確定申告会場

５カ所においてポスターの掲示とチラシを設置。

②「わたしと年金」エッセイ募集に向けた協力要請

高校生や中学生などの若い世代に対して公的年金制度の役割や必要性を

理解いただくため、埼玉県教育局県立学校部高校教育指導課に協力をいた

だき、県内の公立高等学校へ協力依頼文書が発出されました。また、エッ

セイ募集について会報誌等を活用し、応募数の拡大に向けた取組を行いま

した。

お客様の待ち時間の解消やお客様のニーズを踏まえた年金相談

サービスの充実を図ることを目的として、関係機関と連携のうえ、

協力要請を行いました。

１５



１６

③電子申請の利用促進に向けた協力要請

社会保険手続きの簡素化及びお客様の利便性を図るため、関係機関と連携し、

電子申請利用促進に向けた協力の要請を行いました。
・関東信越国税局あて、 １５カ所及び確定申告会場５カ所へ

リーフレット設置の協力を依頼。

・埼玉県社会保険労務士会あて、広報誌「会報」にリーフレット

同封のうえ、配布の協力を依頼。

・埼玉県社会保険協会あて、広報誌「社会保険さいたま」に

記事掲載のうえ、会員事業所への周知を依頼。

④ 年金委員への情報誌の発行
年金委員活動の活性化を図るための活動支援事業の一環として、

四半期に一度、地域型、職域型年金委員向け情報誌を発行し、
県内各年金事務所より年金委員の皆様へ送付いたしました。



⑤埼玉県社会保険協会発行広報誌「社会保険さいたま」、
埼玉県社会保険労務士会「会報」への記事掲載

学校のカリキュラム決定前の３月以前に埼玉県教育局に対して、年金セミナーの実施について
協力要請を行いました。なお、従来の対面型のほか、新たに「年金セミナー用動画（DVD）」
の視聴や、Web会議ツール等を活用したオンライン年金セミナー（順次実施を予定）など非対
面型の年金セミナーの取り組みも進めております。

⑥ 年金セミナー実施にかかる埼玉県教育局への協力要請（令和４年度）

浦和年金事務所において年金制度や日本年金機構の事業についての
記事を作成のうえ、年４回、埼玉県社会保険協会発行広報誌「社会保
険さいたま」や埼玉県社会保険労務士会「会報」へ記事を掲載し周知
広報を行いました。

【周知内容】

ねんきんサテライト川口・街角の年金相談センター草加の開所、
オンライン事業所年金情報サービスについて、「ねんきんネット」の
サービス紹介、「わたしと年金」エッセイ募集等

１７



地域型年金委員の組織的活動の更なる活性化のため、また、地域型年金委員の皆様との情報共有及び活動支援のた
め、埼玉県地域型年金委員連絡会を設置しました。

令和４年度においては、年４回開催。地域型年金委員の皆さまは、管轄の年金事務所に参集のうえ、県内年金事務
所をＴＶ会議システムでつなぎ、埼玉県地域型年金委員連絡会に参加。埼玉県地域型年金委員連絡会終了後、各年金
事務所において地区連絡会を開催し、こちらにも参加していただきました。

また、連絡会で提案したとおり、令和４年９月から、学生納付特例等の制度周知活動の一環として、地域型年金委
員の皆さまに各年金事務所管轄の専門学校及び各種学校を訪問等いただき、学生納付特例等のリーフレット設置依頼
や年金セミナー事業の紹介を行っていただきました。

⑦ 埼玉県地域型年金委員連絡会の設置

活動に使用したリーフレット

1８



年金委員の方々の多年にわたる活動について、その功績を称え労苦に報いるとともに、政府管掌年金事業の推進及び年金委員会
活動の更なる活性化を目的とし、年金委員功労者表彰を執り行いました。令和４年度は全国健康保険協会埼玉支部による健康保険
委員功労者表彰式も合同で執り行いました。

（３）年金委員・健康保険委員功労者表彰式

○ 日時
令和４年１１月２９日 １４時～１６時

○ 開催場所
ロイヤルパインズホテル浦和

○ 表彰対象
厚生労働大臣表彰 ２名

日本年金機構理事長表彰 ６名

日本年金機構理事表彰 １７名

（４）地域年金事業運営調整会議
○ 日時

令和４年８月２５日 １４時３０分～１６時３０分

○ 開催場所

大宮ソニックシティ 市民ホール
○ 議事

（１） 国民年金保険料の納付状況等について
（２） 令和３年度埼玉県地域年金展開事業の事業実施報告について
（３） 令和４年度埼玉県地域年金展開事業の事業実施計画について
（４） 意見交換

１９



３．令和４年度 事業実施報告（各事務所）

２０



３．令和４年度 事業実施報告（浦和地域代表年金事務所）

２１

年金セミナー事業

○実施実績
R4.10.14 県立川口工業高校定時制
R4.11.18 県立浦和第一女子高校定時制
R4.12.15 県立浦和東高校（オンライン研修）
R5.  1.11 県立浦和高校定時制
R5.  1.31 県立浦和商業高校

（7クラス同時 浦和4クラス）
R5. 2. 1 川口市立高校定時制
R5. 3. 6 さいたま市立岸中学校

(6クラス同時 浦和3クラス）
R5. 3. 7 さいたま市立本太中学校(6クラス同時）
R5. 3.10 さいたま市立高等看護学院

合計 １０校 ２2回

地域相談事業

○「一日合同行政相談」における年金相談会を実施

関東管区行政評価局主催 浦和コルソ

○年金制度説明会の実施
・管内各市区国民年金担当者を対象に年金制度説明を実施

・管内法人会が実施する研修会において年金制度説明を実施

・埼玉県社労士会各支部において年金制度説明を実施

・管内新規適用事業所に対して年金制度説明を実施

・管内適用事業所に対して年金制度説明を実施

〇埼玉県年金委員会と協力連携した制度周知及び
年金相談会の実施

（年金シニアライフセミナー）

〇Ｒ5.1.26 埼玉大学大津准教授ゼミナール内での特別授業
(下記写真はセミナー実施時の写真）

年金セミナー事業（特別授業）



令和4年度 事業実施報告
事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

〇地域型年金委員の活動
町内会、公民館などのチラシ配布による周知活動を実施した。

〇浦和区民まつりへの参加
参加者にチラシ配布による周知活動を実施した。

〇児童・園児の絵の展示
近隣の小学校及び幼稚園より協力いただき、年間を通して
お客様相談室待合に児童、園児の絵を展示した。
父兄や学校関係者に年金事務所を身近に感じていただくと
ともに、相談のお客様の癒しの効果もあり、好評をいただ
いた。

― ―

年金セミナー事業

〇セミナー実施状況
大学・・・1校 (2回）
高校・・・6校（10回、4クラス同時実施。1回は学校設備の
オンラインでの実施）
中学・・・2校（9回、4クラス同時実施、6クラス同時実施）
専門学校・・・1校

〇講師育成
所内PTで、予行練習を重ね、講師育成に努めた。

―
〇非対面によるセミナー実施の積極的な説

明。

〇学校とのつながりを深めながら、年金セ
ミナーの安定的な実施を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

〇訪問によるセミナーアプローチ
訪問して、年金セミナー開催依頼を22校に対し行ない、うち
8校がセミナーを実施した。（DVD視聴による実施含む）

― 〇非対面型で開催を推し進めることが課題
となる。

地域相談事業 〇関東管区行政強化局主催の一日合同行政相談へ参加（１回） ― 〇令和５年度はハローワークでの説明会を
再開する予定。

年金委員活動
支援事業

〇連絡会の場で、地域型年金委員と情報提供及び意見交換を
行った。

○県内の新規地域型年金委員を対象に、年金委員オリエンテー
ションをリモートで実施した。

〇「かけはし」の送付による情報提供を行った。

〇「年金委員通信」職域型、地域型を四半期に一度、管轄の年
金委員に送付を行った。

―
○年4回の埼玉県地域型年金委員連絡会およ

び各月の年金委員地区連絡会を確実に実
施し、地域型年金委員の活動の活性化を
図る。

浦和

２２



３．令和４年度 事業実施報告（大宮年金事務所）

年金セミナー事業

地域連携事業

２３

○企業等で年金制度説明会を開催
〇管内法人会が実施する研修会において年金制度説明会を開催

・令和４年 ９月２７日 上尾法人会(上尾市文化センター） 参加者 ２１名
・令和４年１１月１７日 大宮法人会(大宮ソニックシティ） 参加者 １１名

〇各種団体の研修会への講師派遣
・令和４年 ６月２９日 税理士国保組合事務担当者説明会 参加者 ６１名

〇定年予定者を中心とした年金制度説明会を開催
・令和５年 ２月 ２日 さいたま市社会福祉事業団 参加者 ４０名

〇管内適用事業所、市町村等を対象にオンライン年金制度説明会の開始
・令和４年４月２７日～ オンライン説明会 合計３６回 参加者 ６４６名

○教育機関で年金セミナーを開催

〇対面及び非対面(オンライン、DVD等)により実施
専門学校 令和５年 １月１６日 東京IT会計法律専門学校大宮校 計 １３０名
高等学校 令和４年 ６月 ２日 あずさ第一高等学校 外２校 計 ６４６名
中学校 令和５年 ３月 ８日 さいたま市立植竹中学校 計 ３２０名
支援学校 令和４年１１月２５日 大宮北特別支援学校 外１校 計 ８０名

対面式は新型コロナウイルス感染防止対策を十分施したうえで実施した。



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内１０市町に「かけはし」を送付し、年金制度
の周知を依頼した。

・管内法人会主催の研修会において、制度説明を実
施した。２回／年

・管内社労士会支部において、制度説明を実施した。
１回／年

・管内市町職員に対して、研修会を実施した。２回
／年

―
市区町村及び関係団体へ計画的に実施
することができたと思慮している。今
後については、内容の充実を図りなが
ら計画的に実施していく。

年金セミナー事業

・高校、中学校など各教育機関で対面型セミナーを
計７校で実施することができた。他にDVDの配布
によるセミナー実施が２校あった。

・毎月、２０歳到達者へ国民年金加入案内を行う際
に、非対面(オンライン)による国民年金制度のセ
ミナーを実施した。

―
・関係が築けた教育機関へ今後の継続

を図りつつ、新規実施となる教育機
関の拡大を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員と協力し、高等学校及び中学校、
特別支援学校等に年金セミナーの協力依頼を９校
行い、４校の実施ができた。

―
・関係が築けた教育機関へ今後の継続

を図りつつ、新規実施となる教育機
関の拡大を図る。

地域相談事業

・管内ハローワークについては、対面型の制度説明
の再開には至らなかった。

・地域での公的年金制度の普及に関して、地域型年
金委員が積極的に取り組んでいただいたことによ
り、数多くの取り組みが委員活動結果報告書で確
認できた。

・今後においても管内ハローワークでの制度説明に
ついては、再開の依頼を継続していく。

・関係が築けた地域、団体へ今後の継
続を図りつつ、新規実施となる地域、
団体の拡大を図る。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員連絡会を定期的に開催し、取り組
みについての活動結果報告、今後の活動方針、研
修などを実施した。このことにより、年金委員の
知識向上及び委員活動の活性化を図ることができ
た。４回／年

・職域型年金委員へ非対面型(オンライン)の年金制
度説明会を計画的に実施して、年金委員の知識向
上及び委員活動の活性化を図ることができた。９
回／年

―
・年金委員への研修等は計画的に実施

し、継続をしていく。
・地域型、職域型それぞれで委嘱数の

拡大を図り、委員活動の活性化に繋
げていく。

大宮令和４年度 事業実施報告

２４



３．令和４年度 事業実施報告（熊谷年金事務所）

２５

地域連携事業

○年金制度説明会の開催

・埼玉県内新規適用事業所のオンライン説明会へ職員を

講師派遣

・国民年金事務研究会の開催（１１月、２月）

・埼玉県社会保険労務士会の管内各支部の研修会におい

て制度説明を実施（１２月、２月）

・管内法人会が実施する研修会において年金制度説明を

実施 （１２月、２月）

年金セミナー事業

○年金セミナーの開催

地域相談事業

○１日合同行政相談所については実施なし

セミナー開催日 学校名 参加人数

令 和 ４ 年 １ ０ 月 ４ 日 埼玉県栄養専門学校 ４６名

令 和 ４ 年 １ ０ 月 ４ 日 埼玉県立進修館高等学校 ８３０名

令 和 ４ 年 １ ０ 月 ２ ５ 日 埼玉県立熊谷商業高等学校 １７４名

令 和 ４ 年 １ １ 月 ２ ４ 日 埼玉県立誠和福祉高等学校 ７５名

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ 日 埼玉県立熊谷高等学校 ２４名

令 和 ５ 年 ３ 月 １ ３ 日 甘楽福祉専門学校 ３４名

（令和４年度 ６回 実施）



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内１０市町に「かけはし」を送付し、年金制度の
周知を依頼した。

・管内法人会主催の研修会において、制度説明を実施
した。

・管内社労士会支部において、制度説明を実施した。
・管内市町職員に対して、研修会を実施した。

― ―

年金セミナー事業 年金セミナーについては、対面で６件（高等学校４校、
専門学校２校）実施した。

Web会議サービス等を使用した非対面で
実施することができなかった。

Web会議サービス等を使用した非対面による実
施が行えるかが課題。

地域年金推進員
委嘱事業

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえたセミナー
開催及び教育機関へのアプローチ等について打合わせ
を実施した。なお、新型コロナウイルス感染症の影響
を踏まえつつ、地域年金推進員による学校等に出向い
ての対面による活動を行った。

新型コロナウイルス感染症の影響のため、
教育機関への地域年金推進員が早期にア
プローチ等を行うことが困難だった。

下期において年金セミナーを実施することが出
来たが、上期において実施することが出来るか
が課題。

地域相談事業 ハローワーク（熊谷、行田、本庄）に年金制度（国民
年金保険料免除制度）のチラシの設置を依頼した。

ハローワークでの説明会は行えず、資料
設置のみとなった。 ハローワークでの説明会が行えるかが課題。

年金委員活動
支援事業

職域型年金委員並びに地域型年金委員ともに、定期的
な情報提供の取組として情報誌を送付した。
・職域型年金委員においては、会議等を活用し、年金

制度等の研修を実施した。
・地域型年金委員においては、連絡会を４回開催し、

制度説明や事業の現状について説明を実施した。

― ―

熊谷令和４年度 事業実施報告

２６



３．令和４年度 事業実施報告（川越年金事務所）

２７

年金セミナー事業

【対面型年金セミナー】

令和4年9月28日（水）
東邦音楽大学において対面型の年金セミナーを実施しました。
参加者1年生55名

令和4年11月10日（木）
川越初雁高等学校において対面型の年金セミナーを実施しました。
参加者3年生156名

地域連携事業

【令和4年11月18日（金）：複合商業施設「ワカ
バウォーク」における年金相談】

・鶴ヶ島市役所と連携をとり、「ワカバウォーク」内の鶴ヶ島市市
民活動推進センターに３ブースの相談窓口を設置して実施し
ました。

・鶴ヶ島市において事前周知としてホームページの掲載やSNS
での呼びかけを行っていただきました。

・相談件数 国民年金関係6件、年金給付関係25件

＜その他＞
・川越高等技術専門校で年金セミナーを実施しました。
・塙保己一学園、和光特別支援学校の保護者に対して障害年金の制度説明を行いました。
・川越法人会、東松山法人会等に老齢年金のしくみ、在職老齢年金、年金と雇用の調整等の制度説明を行いました。
・管内事業所や市町職員に対してオンラインによる年金制度説明を行いました。

令和4年12月19日（月）
山村国際高等学校において対面型の年金セミナーを実施しました。
参加者3年生188名



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・埼玉県社会保険労務士会（川越支部・あさか支部）に
対してそれぞれ年金制度説明会を実施した。

・年金協会と協賛し、川越法人会及び東松山法人会に対
してそれぞれ年金制度説明会を実施した。朝霞法人会
には資料の送付を行った。

・管内19市町に「かけはし」を発行月に送付した。
・管内の市町国民年金担当者に対してオンライン及び対

面による年金制度説明を実施した。
・管内事業所に対してオンラインによる年金制度説明会

を実施した。

・ハローワークでの説明会は１回も行えず資
料送付のみとなった。

・令和５年度はハローワークでの説明会を
実施していく予定。

年金セミナー事業

・大学では東邦音楽大学で年金セミナーを実施した。
・専門学校では川越高等技術専門校で年金セミナーを実

施した。
・高校では山村国際高校、川越初雁高校で年金セミナー

を実施した。
・特別支援学校では塙保己一学園、和光特別支援学校で

年金セミナーを実施した。川越特別支援学校には資料
を送付した。

・大学等へのアプローチが弱く開催に結び付
けることができなかった。

・オンラインでの年金セミナーも訴え、多
くの学校等に実施してもらうようアプ
ローチしていく。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員と共に管内４ブロックの高等学校校長
会に参加し、年金セミナーのアピールを行った。

・ブロック校長会後に地域年金推進員が個別
に学校を訪問する予定であったができな
かった。

・新規地域年金推進員の委嘱

地域相談事業 ・年金月間に合わせて１１月に鶴ヶ島市市民活動推進セ
ンター（ワカバウォーク）で年金相談会を実施した。 ― ・他の場所でも年金相談会を実施したい。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供。「かけはし」
や「年金委員通信」を発行月に送付した。

・オンラインによる職域型年金委員研修会を年９回開催
した。

・四半期に１回埼玉県地域型年金委員連絡会に合わせて
地区連絡会を行った。

・１１月に全国年金委員研修と合わせて地区連絡会を開
催した。

・地域型年金委員の方に専門学校にチラシの設置及びセ
ミナーの実施に向けたアプローチを協力依頼した。

―
・年金制度を地域に広めるため専門学校を

中心に引き続き年金セミナー開催のアプ
ローチを地域型年金委員に協力依頼する。

・地域型年金委員地区連絡会議の単独開催。

川越令和４年度 事業実施報告

２８



３．令和４年度 事業実施報告（所沢年金事務所）

地域連携事業

○年金制度説明会の開催

令和４年１１月、令和５年２月

所沢社会保険委員会各支部 計５２名

令和４年１２月

所沢法人会 ２５名

令和４年１１月

市町村事務研究会 ６名

年金セミナー事業

○年金セミナーの開催

地域相談事業

１日合同行政相談所については実施なし

２９

セミナー開催日 学校名 人数

令和４年１２月１５日

令和４年１２月２２日

令和５年 １月２５日

令和５年 ３月 ６日

・飯能南高校（4クラス）

・西埼玉中央病院付属看護
学校（3クラス）

・秋草学園短期大学（昼間
部）（夜間部）

・さいたま市立岸中学校（2ク
ラス）

１２５名

１２０名

３２０名

４０名



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内市町村職員に対して研修を実施した。
・管内法人会主催の研修会において、在職老齢

年金制度等について研修を実施した。
・管内社労士会を対象に電子申請の説明会を実

施した。
・管内社会保険委員会に対し年金制度説明会を

実施した。
・新規適用事業所に対し社会保険関係の手続き

について説明会を実施した。

ハローワークにおける雇用保険受給者説明
会での年金制度の説明とリーフレット等の
配布（新型コロナウイルス感染症の影響に
よるもの）

ハローワークでの説明会の開催

年金セミナー事業
・飯能南高校（4クラス）
・西埼玉中央病院付属看護学校（3クラス）
・秋草学園短期大学（昼間部・夜間部）
・さいたま市立岸中学校（2クラス）

―
・対象となる学校への継続した勧奨（電話・文

書）が必要。
・地域型年金委員と連携した勧奨の実施

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員と共に2ブロックの校長会
に参加し年金セミナーのアピールを行った。 ― ―

地域相談事業
11月のねんきん月間において、国民年金保険
料納付相談会を実施した。 ―

・学校や地域の催事等においての年金制度の周
知が必要。

・学校等の敷地内において学生納付特例制度の
周知活動を実施することを検討する。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員連絡会において、学生納付特
例制度の研修会を実施し、対象校への学特パ
ンフレット設置依頼等の活動を支援した。

・職域型年金委員研修会を社会保険委員会と連
携し、オンライン説明会を併用して行った。

―
・引き続き制度説明等の情報提供を実施する。
・オンラインによる制度説明会を有効的に活用

する。

所沢令和４年度 事業実施報告

３０



３．令和４年度 事業実施報告（春日部年金事務所）

３１

地 域 連 携 事 業

〇関係団体での「年金制度説明会」「研修会」を実施

令和４年５月
社会保険労務士会春日部支部への年金制度説明会

令和４年６月
社会保険労務士会春日部支部への年金制度説明会
春日部法人会での年金制度研修会
春日部社会保険委員会での年金制度研修会

令和４年７月
春日部社会保険委員会春日部支部への年金制度説明会

令和４年８月
管内２０歳到達者向け国民年金制度説明会（オンライン）

令和４年１０月
管内市区町村職員研修会

令和４年１１月
社会福祉法人久喜社会福祉協議会での制度説明会
春日部社会保険委員会での年金制度研修会
管内新規適用事業所制度説明会

令和５年２月
職域型年金委員研修会（オンライン）

令和５年３月
職域型年金委員研修会（オンライン）
管内市区町村職員研修会（オンライン）

その他
・地域型年金委員連絡会での研修会(６月､９月､１１月､２月)
・埼玉県内年金事務所合同の説明会に講師を派遣
・地域型年金委員に委嘱された郵便局長を通じ、春日部市内

全郵便局に各種チラシ、ポスターを設置
・地域型年金委員へのチラシ、リーフレットの定期的送付を

行い、地域型年金委員による地域での回覧の実施

年金セミナー事業

〇教育機関への「年金制度説明会」「年金セミナー」の開催

令和４年 ７月 埼玉県立久喜特別支援学校
１１月 埼玉県立宮代高等学校

令和５年 １月 埼玉県立浦和商業高校
２月 日本工業大学（オンライン）
３月 さいたま市立岸中学校

地 域 相 談 事 業

〇「久喜市民まつり」での出張年金相談を実施
社会保険労務士会と連携し、まつり会場での年金広報チラシ

等の配付を行うとともに、１４名の相談対応を行った。



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

〇市区町村職員向け研修を上期１回（埼玉県内年金事務
所合同実施）、下期２回実施。

〇杉戸町役場において、町役場管内の中学校を対象にね
んきんセミナー用ＤＶＤを使った町役場職員による独
自の年金制度説明会を実施。実施にあたっての制度内
容の説明等サポートを行った。

― 〇杉戸町役場で実施した町役場独自の年金制度説明会
から当所で行うねんきんセミナーに移行し、令和５
年度は当所が実施する予定。

年金セミナー事業

〇教育機関でのねんきんセミナーを対面型で３校実施。
プロジェクターを使った形式や講義のみの形式、説明
時間等。実施校の要望に応じた対応を行った。

〇大学生を対象にしたオンラインセミナーでは、学校側
から学校単独での開催ではなく、地域被保険者向けセ
ミナーの対象としての参加の希望となったため、管内
の２０歳向け年金制度説明会実施時に当該学生に向け
て学校を通じて開催案内をおこなうこととなった。

〇ねんきんセミナーの有スキル
者が少なく、人材育成を先行
したため、取組み開始が遅れ
てしまった。

〇地域年金推進員や地域型年金委員の活動でアプロー
チの強化を図る。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし。

〇ねんきんセミナーの有スキル
者が少なく、人材育成を先行
したため、取組み開始が遅れ
てしまった。

〇地域年金推進員や地域型年金委員の活動でアプロー
チの強化を図る。

地域相談事業
〇久喜市民まつりにおいて、社会保険労務士会春日部支

部と連携し、まつり会場での年金広報チラシやリーフ
レットの配布を行うとともに、年金相談会を実施。

―
チラシ、リーフレットを３００枚を持参したが、午前
中で配布完了。部数を増やし、年金広報をより積極的
に行うようにする。

年金委員活動
支援事業

〇地域型年金委員、職域型年金委員ともに年４回発行さ
れる情報誌を送付するとともに、その時に合わせた年
金広報チラシ、リーフレットを同封。必要な部数をこ
ちらに追加要求できる仕組みを作り、地域が職場内で
の年金広報に生かせるよう促した。更に年金委員には
「かけはし」も送付し、年金制度への興味と理解を深
められるよう取り組んだ。

〇地域型年金委員連絡会と合わせて研修会を年４回実施。
中でもねんきんセミナーのアプローチ活動を行っても
らう布石として、研修会でねんきんセミナーを模擬実
施し、好評を得た。

〇職域型年金委員向け研修会・
制度説明会を下期では２か月
に１度行う予定だったが、通
常業務との兼ね合いで２月と
３月の実施に留まった。

オンライン説明会を課室の通常事業として定着させ、
計画的に実施を行う。

春日部令和４年度 事業実施報告

３２



３．令和４年度 事業実施報告（越谷年金事務所）

３３

○関係機関において、年金制度説明会を実施 （７団体１６回実施）

令和4年 5月16日 八潮市生涯学習まちづくり出前講座において、「あなたのための年金」を実施。（11名出席）
令和4年 6月16日 埼玉県社労士会越谷支部業務研修会において、「算定基礎届について」を実施。（50名出席）
令和4年 7月29日 管内事業所において、「短時間労働者に対する適用拡大について」を実施（15名出席）

令和4年10月11日 越谷法人会主催の研修会において、「在職老齢年金のしくみについて」を実施。（10名出席）

地域連携事業

○教育機関での年金セミナーの開催年金セミナー事業

開催日 学校名（学年） 実施形式 受講者数

令和4年11月24日 埼玉県立八潮 高等学校 （3年生 5クラス） 対面型（教 室） 154名

令和4年12月 1日 埼玉県立草加東高等学校 （3年生 8クラス） 対面型（体育館） 308名

令和4年12月14日 埼玉県立三郷 高等学校 （3年生 5クラス） 対面型（教室） 158名

令和5年 1月16日 埼玉県立草加南高等学校 （3年生 7クラス） 対面型（柔道場） 250名

令和5年 1月19日 埼玉県立草加西高等学校 （3年生 6クラス） 対面型（教 室） 227名

令和5年 1月27日 越谷保育専門学校 （2年生Bクラス） 対面型（教 室） 72名

○商業施設等で年金相談会やチラシの配布を実施

令和4年10月 5日 越谷レイクタウン内で「越谷一日合同行政相談」を実施。（4名相談実施）

令和4年10月23日 越谷市民まつりにおいて、年金相談やねんきんネットチラシを配布。（200部配布）

○定期的に年金委員連絡会を開催年金委員活動支援事業

令和4年 6月22日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（5名出席）
令和4年 9月21日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（6名出席）
令和4年 6月22日 地域型年金委員地区連絡会を開催。（5名出席）
令和4年12月 9日地域型年金委員地区連絡会を開催。（4名出席）
令和4年12月 5日新規地域型年金委員委嘱状交付式、研修会を開催。（13名出席）

令和4年12月22日 新規地域型年金委員オンライン研修会を開催。（47名出席）

地域相談事業

写真の掲載については、ご本人の了承をい
ただいています。



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

〇管内５市役所に対する、情報誌「かけはし」
の送付。

〇関係機関に対する、「わたしと年金」エッセ
イ、「ねんきん月間」・「年金の日」にかか
るポスター等の配付。

〇関係機関と連携した「年金制度説明会」の実
施。

― ―

年金セミナー事業

〇管内すべての高校へ年金セミナー用動画
（DVD）を提供し、年金セミナー開催要請。

〇年金セミナーＰＴを立ち上げ、非対面型
（Web会議ツール）に対応できる講師育成。

― 〇非対面型（Web会議ツール）オンラ
インセミナーの実施

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし。 実施予定なし。 ―

地域相談事業 関係機関と連携し、一日合同行政相談所におい
て年金相談を実施。

〇ハローワークにおいての説明会が、
新型コロナウィルス感染症の影響
で開催できなかった。

○要請があれば、積極的に相談会等へ
講師を派遣する。

年金委員活動
支援事業

○職域型、地域型年金委員に対して、「年金委
員通信」北関東・信越地域版を年4回（2月・
5月・8月・11月）送付。

○地域型年金委員の地区連絡会を開催し、制度
改正等にかかる研修を実施。

○被保険者50人以上の年金委員未設置事業所へ
対して、文書による職域型年金委員の委嘱拡
勧奨を実施。

― ―

越谷令和４年度 事業実施報告
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３．令和４年度 事業実施報告（秩父年金事務所）
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地域連携事業

○関係団体と連携した年金制度研修会を実施。
・R4.4.14 皆野・長瀞町商工会 新社会人研修会（テーマ：年金制度の概要）
・R4.5.12 埼玉県社労士会秩父支部 研修会 （テーマ：電子申請の取組状況）
・R4.6.24 シニア活動支援セミナー （主催：ちちぶ雇用活性化協議会）
・R4.8.4     ちちぶFM（人生いきいき生き合うラジオ）出演。年金制度概要を説明
・R5.1.25 埼玉県社労士会秩父支部 研修会 （テーマ：電子申請の取組状況）
・R5.2.22 秩父法人会 年金制度説明会 （テーマ：在職老齢年金）

○地域型年金委員（郵便局長）と連携し、郵便局窓口に「ねんきんネット」リーフレットを設置。

年金セミナー事業

○管内の高等学校、専門学校で年金セミナーを実施。
・R5.2.6     埼玉県立秩父特別支援学校
・R5.2.21 秩父看護専門学校



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業 ・市町村職員向け研修の実施
・関係団体と連携した研修会等の実施

― ―

年金セミナー事業 ・管内教育機関に対する年金セミナーの実施
・20歳向け国民年金オンライン説明会の実施 ― ―

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ― ―

地域相談事業 ・行政機関との連携による行政相談会への参加 ― ―

年金委員活動
支援事業

・職域型年金委員向け研修会の実施
・地域型年金委員に対する情報提供、地区連絡

会の開催
・職域型年金委員・地域型年金委員の新規委嘱

勧奨の実施

― ―

秩父令和４年度 事業実施報告
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４．令和５年度 事業実施計画（各事務所）
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事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

●地域型年金委員への情報提供と連絡会の充実を
図り、年金委員活動を支援する。

●児童、園児の絵の展示について、学校及び幼稚
園へ協力を要請する。

●各関係機関へ年金事務所の各取組について情報
提供を行い、地域年金展開事業の協力連携の強
化を図る。

●公的年金制度の普及・啓発活動の一環として、
「浦和区民まつり」へ参加する。

●地域型年金委員活動支援のため、埼玉県年金委員連絡会の定期的開催と
月1回の地区連絡会を開催する。

●地区連絡会での研修内容を充実させる。

●絵の展示ともに、児童へのお礼の手紙の作成をすることで、自分の絵が
地域に役立っていることの実感と学校や父兄への繋がりを強めていく。

●自治体や関係機関への情報提供や訪問等による協力連携依頼により、関
係強化を図る。

●広報チラシの配布と年金相談会を実施する。

年金セミナー事業
●各教育機関のニーズに応じた対面型・非対面型

の開催の提案を行い、セミナー講師の育成を強
化し、年金セミナーの充実を図る。

●対面型、非対面型の各種セミナーの開催を積極的に推進し、年金セミ
ナー開催の拡充を図る。

●年金セミナーPTを活用し、講師のスキル向上とオンラインセミナーの機
器操作者の拡充を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

●地域年金推進員との連携を密にし、各教育機関
へ効果的なアプローチを実施し、年金セミナー
事業の拡充を図る。

●地域年金推進員との同行訪問と事後フォローにより、対面型、非対面型
の各種セミナーの開催を積極的に推進し、年金セミナー開催の拡充を図
る。

●地域年金推進員の助言により、講師のスキルの向上を図る。

地域相談事業 ●関係機関への推進により、地域相談事業を強化
する。

●ハローワークや大学へのきめ細かな推進により、地域相談事業の再開及
び拡大を図る。

年金委員活動
支援事業

●新規委嘱の地域型年金委員への早期の研修を実
施し、年金委員の具体的な活動方法の支援を行
う。

●年金委員へ制度改正や具体的な活動に必要な情
報提供を定期的に行い、活動しやすい環境づく
りを進める。

●地域型年金委員連絡会を活用し、新規委員へのオリエンテーションと研
修会を実施し、年金委員間の情報共有を図ることにより、具体的活動方
法を支援する。

浦和
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大宮
事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
（１）国民年金制度全般（保険料免除制度等）について地域連携事

業（年金制度説明会等）で、周知活動の展開を図ることとする。
（２）若年層から中高齢層まで幅広く年金制度の理解及び知識を向

上させるため、事業所内において社会保険事務担当者を対象と
した年金制度説明会を実施する。

（１）管内市町への周知
市町国民年金事務担当者研修会において、各種の国民年金保険料免除制度にかかる周知を実
施し、協力を要請する。また、管内市区町に「かけはし」を年６回送付し制度周知を実施す
る。

（２）事業所における年金制度説明会の開催
職域型年金委員と連携し、制度説明会の開催協力を依頼し実施する。

年金制度説明会については、オンライン制度説明会、集合型制度説明会などを計画的に実施し、
参加人数の拡大を図っていく。

年金セミナー事業
管内教育機関への実施数拡大を図り、教育機関等のニーズに対応

する質的な充実に配慮した取組を行う。
年金セミナーの実施にあたり、地域年金推進員の協力も含めた効

果的なアプローチを進める。

（１）年金セミナーにかかるアプローチの実施
管内の大学、高等学校、特別支援学校、専門学校に電話・文書による開催依頼を行い実施校
の拡大を図るとともに、地域型年金委員と協力し各種専門学校への訪問によるセミナー開催
依頼を行う。
開催には、対面型及び非対面型(オンライン、DVD)により教育機関の実施しやすいように多
様な方式があることを広報して積極的に進める。
また、若手職員を年金セミナー講師として積極的に養成していく。

地域年金推進員
委嘱事業

地域年金推進員の委嘱拡大及び活動日数の向上を図ることにより、
年金制度全般について制度周知を進める。

地域年金推進員による教育機関へのアプローチの方法、対象校や実施方法、案内頻度など打合
せを行い、効果的かつ継続的な勧奨を実施し開催数の増加を目指す。

地域相談事業 地域連携事業（年金制度説明会）と併せて各所において、年金相
談事業を開催し、国民年金保険料の納付率向上に繋げる。

①ハローワークにおける雇用保険受給者説明会での年金制度説明（再開についてハローワークが
了承した場合）
ハローワークに対し、年金制度説明開催への協力を依頼し説明会を実施する。

②地域における年金相談会の開催
関係団体等からの依頼及び広報活動等により開催数の拡大を図っていく。

③教育機関内における出張年金相談
教育機関内でのセミナーと併せて、年金相談窓口を開設し、学生特例等の受付窓口を開設する。

年金委員活動
支援事業

年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行うため、年間カ
レンダーを基に機構ホームページ『年金委員通信』を活用した情報
提供により、年金委員の知識の向上及び活動機会の増加につなげる。

①地域型年金委員連絡会の開催
定期的に地域型年金委員連絡会を開催し、年金委員年間活動計画（年間カレンダー）に基づく
制度説明及び年金制度にかかる研修を行うとともに、定期的に資料の配付による情報提供を実
施する。

②職域型年金委員への情報提供
職域型年金委員に対して、定期的に対面、非対面(オンライン)型の研修会等を実施する。また、
郵送による資料配布を行う。
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熊谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等に関
する周知活動の展開を図る。

〇市町
・市町事務研修会において、国民年金・年金給付制度について説明を

行う。
・周知チラシの設置及び記事掲載を依頼する。

〇社会保険委員会
・会議等で周知チラシを配付し、制度周知を依頼する。

年金セミナー事業

管内の教育機関へ実施数拡大を目指し、アプロー
チを実施する。

年金セミナーの実施にあたっては、地域年金推進
員を活用した効果的なアプローチと併せ、受講者に
年齢の近い若手職員による講師対応により、機構職
員の養成機会として、人材育成にも配慮した取組を
行う。

年金セミナーＰＴを主体に地域年金推進員と連携して、年金セミナー
のアプローチ及び開催を行う。なお、アプローチは、 原則、電話・文書
により実施する。

年金セミナーの開催については、機構職員等が教育機関を訪問し対面
で実施する方法又はWeb会議サービス等を使用した非対面で実施する方
法とする。

地域年金推進員
委嘱事業

地域年金推進員の活動日数の向上を図り、年金セ
ミナーの開催数の増加に繋げる。

地域年金推進員による教育機関へのアプローチの方法、対象校や実施
方法、案内頻度など打合せを行い、効果的かつ継続的な勧奨を実施し開
催数の増加を目指す。

地域相談事業 年金制度の周知等を行い、国民年金保険料の納付
率向上に繋げる。

ハローワーク（熊谷、行田、本庄）に年金制度周知用チラシ（設置な
ど）により制度周知を図る。また、地域で開催されるイベント等に参加
して年金制度周知用チラシの配布等を行う。

年金委員活動
支援事業

年金委員に対する定期的、継続的な情報提供によ
り、年金委員の知識の向上及び活動機会の増加につ
なげる。

〇職域型年金委員に対しては、情報誌等を配布し年金委員の知識向上
を図る。また、制度説明会を開催する。

〇地域型年金委員に対しては、情報誌を送付し情報提供を行う。また、
連絡会を開催する。
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川越

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
・年金制度の理解及び知識を向上させるため、

制度改正等の情報等について市町、事業所、
関係機関及び関係団体において年金制度説
明を実施する。

・管内市町の担当者に対して年金制度を説明する。（２か月に１回）
・管内市町との事務研究会において年金制度を説明する。
・管内社会保険労務士会に対して年金制度説明会を実施する。
・年金協会と連携し、管内法人会主催の年金制度説明会に講師派遣を行

う。
・管内事業所担当者等に対して年金制度説明を行う。
・ハローワークで国民年金保険料免除の説明を行う。

年金セミナー事業 ・管内の教育機関に対して年金セミナーの開
催依頼を行う。

・年金セミナー開催可能な教育機関に対してアプローチを行い、対面型、
非対面型の希望に沿って実施する。

・年金月間に合わせて11月に年金セミナーを行う。

地域年金推進員
委嘱事業 ・新規地域年金推進員の委嘱を行う。 ―

地域相談事業 ・納付相談会等を行う。 ・ねんきん月間にあわせて納付相談会を行う。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供。

・地域型年金委員連絡会の開催。

・職域型、地域型年金委員の委嘱拡大。

・職域型、地域型年金委員へ機関紙等を発行月に送付し、情報提供を行
う。

・埼玉県内地域型年金委員連絡会議に合わせて地区連絡会議を開催する。
四半期に１回程度。

・川越地区地域型年金委員連絡会議を単独で開催する。
・職域型年金委員に対して研修会等を開催する。
・職域型年金委員の委嘱拡大については年金委員が選出されていない事

業所に対して、委嘱勧奨を行う。
・地域型年金委員の委嘱拡大については管内市町に市役所職員のOBや民

生委員等を紹介いただけるようアプローチする。 ４１



所沢
事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等の最新情
報を周知するため、関係団体と連携し、年金制度説明
会をはじめとする、地域に根付いた情報提供活動等を
実施する。

・ハローワーク雇用保険受給者説明会において国民年金
制度周知の実施。

【市町村】
・市町村事務研修会において、国民年金・年金給付制度について説明を行う。
・管内市町村の広報誌への情報掲載依頼を行う。
【事業所】
・年金制度説明会の実施（事業所内での実施、Ｗｅｂ会議サービス等を使用した実

施）
【他関係機関】
・社会保険委員会や法人会等と連携し、年金制度説明会を実施する。
【ハローワーク】
・ハローワークにおける雇用保険受給者説明会の時間の中で国民年金制度（免除・

猶予手続き）の説明を行う。
・説明用動画（ＤＶＤ）を用いた説明会実施について働きかけを実施する。

年金セミナー事業
管内の教育機関へ実施数拡大を目指しアプローチを実

施する。また、若手機構職員の人材育成を考え講師育成
を行う。

【アプローチの実施】
・これまでにセミナーを実施している学校及び過去のアプローチ経過を確認し、セ

ミナー開催に前向きな学校を優先的に勧奨を行い、早期にセミナー実施へ結びつ
ける。

・その他の学校についても、文書勧奨、電話勧奨を実施し、年度内の開催、若しく
は次年度以降の定期的な開催へと結びつける。

【セミナーの実施】
・若手機構職員の人材育成を考え講師育成を行う。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業

・ねんきん月間を中心に年金相談事業を開催し、国民年
金保険料の納付率向上等につなげる。

・学校等の敷地内において学生納付特例制度の周知活動
を実施する。

【ねんきん月間】
・11月のねんきん月間において、国民年金保険料納付相談会を実施する。
【学生納付特例制度の周知】
・年金セミナーアプローチや地域型年金委員と連携し、学校敷地内において年金制

度及び学生納付特例制度のパンフ等を配布し周知を行う。

年金委員活動
支援事業

年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行うた
め、連絡会等において年金委員の知識の向上及び活動機
会の増加につなげるよう、研修会を実施する。また、必
要な資料については随時配布することにより情報提供の
さらなる充実を図る。

【地域型年金委員連絡会の開催】
・制度説明等の資料の配布による情報提供を随時実施する。

【職域型年金委員連絡会の開催】
・社会保険委員会と連携し、①対面型または、②オンラインにより開催する。
・制度説明等の資料の配布による情報提供を随時実施する。

４２



春日部

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

〇市区町村職員との事務研究会を上期1回、下期１回実施するととも
に、事務研究会以外の研修を上期１回、下期１回実施する。

〇杉戸町役場と連携し、町役場管内の中学校を対象にねんきんセミ
ナーを実施する。

同左

年金セミナー事業 〇地域年金推進員や地域型年金委員の活動も含めたアプローチ活動
を行い教育機関でのねんきんセミナーを実施する。

〇地域年金展開事業ＰＴメンバーのねんきんセミナー、オンラインセミ
ナー講師としての育成を行う。

〇地域型年金委員が当所が連携してアプローチ活動を行い、ねんきんセミ
ナーを３回以上実施し、内１回を上期中に実施する。

地域年金推進員
委嘱事業

〇地域年金推進員と連携した教育機関へのアプローチを行い、ねん
きんセミナー実施校数を増やす。 〇教育機関へのアプローチ方法等を検討し、前年度より実施校を増やす。

地域相談事業 〇地域で催されるイベント等に参加し、広報チラシ、リーフレット
を配布する等、年金制度の周知を図る。

社会保険労務士会春日部支部と連携し、久喜市民まつりでの出張年金相談
実施を行うとともに、チラシ、リーフレット等の配布を行う。

年金委員活動
支援事業

〇地域型年金委員連絡会を定期開催する

〇職域型年金委員への情報誌等の定期送付の他、年金制度研修会を
定期的に実施する。

〇地域型年金委員の埼玉県同一取組みによる連絡会の開催を行うとともに、
チラシ、リーフレットの積極的な配付と前年度に構築した追加資料要求
の仕組みで自治会等での回覧等を促す。

〇郵便局長等から成る地域型年金委員へポスター、チラシ、リーフレット
の設置を依頼し、年金広報を積極的に行う。

〇地域年金展開事業ＰＴを中心に職域型年金委員向けオンラインセミナー
の実施計画を作成し、定期的に研修会を行う。 ４３



越谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

○管内５市役所に対する、情報誌の送付。

○関係機関等に対する、「わたしと年金」エッセイ、
「ねんきん月間」・「年金の日」にかかるポスター
等の配付。

○関係機関と連携した「年金制度説明会」の実施。

○管内５市役所に対する、情報誌「かけはし」を毎月送付する。

○関係機関及び地域型・職域型年金委員へ、「わたしと年金」
エッセイ、「ねんきん月間」・「年金の日」にかかるポス
ター、チラシを配付し、様々な機会をとらえ広報を依頼する。

○関係機関が実施する会議・研修会等において、積極的に「年
金制度説明会」を実施する。

年金セミナー事業 ○管内すべての高校等へ年金セミナー用動画（DVD）
を提供し、年金セミナー開催要請を行う。

○管内すべての大学・高校・中学校へ年金セミナー用動画
（DVD）を提供するとともに、オンラインセミナーの開催要
請を行う。

○年金セミナーＰＴを立ち上げ、非対面型（Web会議ツール）
に対応できる講師を育成し、オンラインセミナーを開催する。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし。 実施予定なし。

地域相談事業 ○関係機関と連携し「出張年金相談会」を実施する。 ○市区町村・ハローワーク等の関係機関と連携し、「出張年金
相談会」を実施する。

年金委員活動
支援事業

○職域型、地域型年金委員に対して、情報誌等を送付
し年金制度の情報提供を図る。

○地域型年金委員の連絡会を開催する。

○職域型・地域型年金委員の委嘱拡大を図る。

○職域型、地域型年金委員に対して、「年金委員通信」北関
東・信越地域版を年4回（2月・5月・8月・11月）送付し年金
制度の情報提供を図る。

○地域型年金委員の地区連絡会を開催し、制度改正等にかかる
研修を実施する。

○被保険者50人以上の年金委員未設置事業所へ対して、文書に
よる職域型年金委員の委嘱拡勧奨を実施する。

４４



秩父

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 ・市町村職員向け研修の実施
・関係団体と連携した研修会等の実施 ―

年金セミナー事業 ・管内教育機関に対する年金セミナーの実施
・20歳向け国民年金オンライン説明会の実施 ― 

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業 ・行政機関と連携した行政相談会への参加 ―

年金委員活動
支援事業

・職域型年金委員向け研修会の実施
・地域型年金委員に対する情報提供、地区連絡会

の開催
・職域型年金委員、地域型年金委員の新規委嘱勧

奨の実施

―
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